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陳 情 原 文  平成２２年３月２６日に国会で成立した子ども手当は、満額であれば

防衛費を超える巨額の支給を要します。今の赤字財政の状況では支給のためにすべ

て国債に依存することになります。いわば子や孫の世代にお金を借りて今の親を支

援するということに他ならず、このまま恒久的政策として続けていけば、国の財政

は完全に破綻してしまいます。 
  また、受給対象者に「日本国籍を有する者」という文言が無いのも問題でして、

このままでは、日本を危うくしてしまいます。 
  子ども手当は、私たちの子どもたちや孫たちの利益を考えて、廃止されることを

求めます。 
  つきましては、貴議会において下記の理由により国及び関係諸機関に対して、子

ども手当の廃止を求める意見書を提出されますよう陳情いたします。 
 

記 
 

１ 子ども手当の政策目的が全く不明確です。例えば、少子化対策を考えるなら第

２子、第３子への支援を強化すべきですし、子育てに対する経済的支援なら、

所得の低い家庭により手厚い支援をすべきであり、子どもの給食費や医療費の

無料化、保育サービスや幼児教育の充実などの政策をとるべきです。子ども手

当は、決して、少子化対策や子育て支援のために有効な政策ではありません。  
２ 本当に子どもの将来のことを考えるなら、未来に希望や夢を持てる政策をとる

べきです。例えば、芸術や研究分野などに大きな予算配分をすべきです。しか

し、民主党政権は事業仕分けで、芸術や研究分野の予算を削っています。日本

の夢や希望を削るようなものです。一方で、お金をばらまくだけの子ども手当

を推進するとは、一体本当に真剣に子どもたちの未来のことを考えているので

しょうか。 
３ このような効果が不明瞭なバラマキ政策のために、満額支給であれば防衛費を

超える巨額の支出が必要となりますが、今のところ国に恒久的財源の目途が全

くついていません。ということは、赤字財政の下、ほとんど国債に依存すると

いうことになります。すなわち、子ども手当の支給は子どもたちの将来への負

担つけ回しということに他ならず、言うならば「財政での児童虐待」というよ  
（裏面に続く） 



うなものです。 
４ また、子ども手当は「所得制限」を無くしたために、今まで児童手当が支給さ

れなかった高収入世帯にも支給されることになります。従来の児童手当の政策

目的からもかなり後退しています。厳しい財政事情の下、財政破綻を回避する

ために、このような子ども手当は廃止されるべきです。  
５ 子ども手当の受給資格は、国籍を問わずにただ「日本国内に住所を有する」と

あるだけです。ということは、日本国に滞在する外国人には本国に子どもが居

ようとも子ども手当が支給される一方、海外赴任中の日本人は、例え日本国内

に子どもが居ようが、子ども手当を受給することができません。普通の日本人

として納得できることではありません。海外には子どもが１０人以上の家庭な

ど数多くあります。日本と貨幣価値の差が大きい国に住む人ほど日本に出稼ぎ

に来る誘惑を持ちますでしょう。いずれにしましても、子ども手当目的の外国

人の来日の例が増えますでしょう。厚生労働省は、外国人に関しては、少なく

とも年２回以上の本国の子どもたちとの面会をパスポートで確認することとし

たり、４か月に１回送金証明書の添付を義務付けたりしておりますが、このよ

うな後で規制するようなことだけでは、子ども手当目的の外国人の来日を止め

ることはできません。受給対象者を日本人に限定できなければ、日本を守るた

めに制度自体を無くすべきです。 
６ 民主党政権は、参議院選挙前の６月に第１回目を支給しようとしています。こ

のため、事務を担当する市町村には大変な負担となっています。加えて、母国

に子どもを残している外国人への支給については、市町村が公的証明書などに

よる確認手続きをすることになるため、市町村はより負担が増えています。さ

らには国が負担するとしてきた財政負担も地方に押し付けられています。この

ように、地方自治体に大きな負担をかける手当です。地方の負担を考えますと

廃止されるべきです。 
７ いずれにしましても、子育ては、一義的には家庭でなされるべきです。子ども

手当支給の根本にある「子どもを社会全体で育てる」という考え方は、家庭に

おける子育てというものの意義を軽視して、家族制度を破壊すると言って過言

ではありません。子ども手当は、日本の家庭を守るために廃止されるべきもの

です。 


